










定住人口：その地域に住んでいる居住者の人口。
オープンデータ：行政機関等が保有する公共データを機械判断に適したデータ形式とし、かつ誰もが二次利用を可
能とするルールによって公開したデータ。

＊ ４
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　市民が必要とする情報を様々な媒体を活用して迅速かつ的確に発信するととも
に、市民の声を市政に反映するよう、市民の声を聴く機会を充実させます。また、
本市の魅力を戦略的に発信し、定住人口＊4 や交流人口＊3 を増やします。

目標

（１）迅速かつ的確な情報発信の推進
• �広報紙や公式ホームページ、モバイルサイト、SNS＊1 、メール配信サービスを
通して市政情報や地域の情報を積極的に発信します。
• ��本市が保有するデータをオープンデータ＊5 として積極的に提供します。

（２）市民の声を市政に反映する機会の充実
• ��市政への提案やパブリックコメント、市長と語るふれあい座談会、タウンミー
ティングなど広聴業務を更に充実させ、より多くの市民ニーズを把握し、市政へ
の反映を行います。

（３）シティプロモーション＊2 の推進
• ��マスメディアへの積極的な情報提供とともにふるさと納税や様々な広報媒体、イ
ベントを活用して本市の魅力を市内外に発信します。発信に当たっては、市民や
各種団体、民間と協力しながら戦略的に推進します。

目標の実現に向けた取組

• �ふじみ野市第 2次情報化基本計画

主な個別計画

実績値 
（平成28年度）

11.33%

目標値
（令和５（2023）年度）

20.0％▶

「市政への提案」の実現割合

提案により改善された割合。市民一人ひとりの声を市政
に反映し、市政提案を推進する指標となるため。

定義・選定理由

実績値 
（平成28年度）

2,416,067件

目標値
（令和５（2023）年度）

2,435,000件▶

ホームページアクセス件数

市のウェブサイトへの延べアクセス数。情報要求に対す
るニーズに対応する指標となるため。

定義・選定理由

主な指標
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• ��社会情勢や市民ニーズの変化に応じ、中・長期的な見通しに立った計画的な行政
経営をするため、基本構想に基づき、毎年度、向こう３年間の具体的な事業を示
した実施計画を策定するとともに、行政評価システム＊1 によりPDCAサイクル＊2 

に基づいた計画の進行管理を行っています。
• ��指定管理者による公共施設の管理運営やPFI＊3 による学校給食センターの更新
等、民間活力の導入などを進めることにより、高度化・多様化する市民ニーズに
柔軟に対応し、効率的で効果的な行政経営を推進しています。今後も社会情勢な
どの変化を見極めながら、更なる市民サービスの向上を目指し、本市の持つ経営
資源を有効に活用した行政経営が求められます。
• ��広域的なサービスとして消防業務、し尿処理業務、火葬場・斎場業務をより効率
的に行うため、「入間東部地区消防組合」と「入間東部地区衛生組合」を統合し
ました。その他の周辺自治体との広域的なサービスとして、ごみの共同処理や運
動施設などの相互利用を行っています。
• ��「ふじみ野市情報公開条例」に基づき、公正で透明な行政運営を図るため、市政
情報の積極的な公開を行っています。

行政評価システム：行政が実施する政策、施策、事務事業について、具体的な数値目標を立てて取り組み、成果を
客観的に評価し、次の計画や事業の選択、サービスの改善などに反映させる仕組み。
PDCA サイクル：計画（plan）、実行（do）、評価（check）、改善（action）のプロセスによる政策のマネジメント
サイクル。政策、取組ごとに推進状況や今後の方向性等を含めた評価を行うとともに、その評価結果を基に、次年
度の予算編成の方針を策定することや戦略的な事業展開を図ること。
PFI：国や自治体が民間の資金や経営能力・技術力を活用して、公共施設等の設計・建設・改修・更新や維持管理・
運営を効率的・効果的に整備する公共事業の手法。Private Finance Initiative の略語。

＊ １

＊ ２

＊ ３

現状と課題

　　　　スリムで効率的な行政経営
　　　　2
取組
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　社会情勢の変化や市民ニーズを的確に捉え、経営資源を効果的に活用した戦略的
な行政経営を推進することにより、持続的かつ発展的な市政運営を目指します。

目標

（１）計画の推進
• �行政評価システム＊1 によるPDCAサイクル＊2 を確立し、基本計画の進行管理と
事務事業の見直しを図ることにより、計画に掲げる取組を着実に推進します。

（２）経営資源の有効活用
• �様々な行政課題に迅速に対応できるよう、柔軟かつ機能的な組織体制を整えると
ともに、限られた財源や財産を効果的に配分又は活用するなど経営資源（人的・
物的・金銭的）を最も有効な方法で行政運営に投下していきます。
• �民間活力の積極的な活用や職員数の適正な管理により、効率的かつ効果的な市民
サービスの提供を図ります。

（３）広域連携の推進
• �関係市町間や県・関連団体と連携し、広域的な行政課題に効率的に対応すること
により、市民サービスの向上を図ります。

（４）市政の透明性の確保
• �積極的に市政情報を公開することにより、市政の透明性を確保します。

目標の実現に向けた取組

実績値 
（平成28年度）

－

目標値
（令和５（2023）年度）

100％▶

目標を達成した施策の割合

前期基本計画の進捗状況を示す指標となるため。

定義・選定理由

主な指標

• ３か年実施計画
• ふじみ野市公共施設等総合管理計画

主な個別計画
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• ��持続可能な財政運営を図るため、自主財源の確保として市税などの収納率の向上
に努めるとともに、国・県補助金や合併特例債をはじめとした有利な地方債を活
用するなど歳入の確保に努めています。
• ��合併特例期間の終了に伴い、地方交付税が平成28年度より令和２年度（2020
年度）までの5年間で段階的に縮減していき､合併特例債の発行も令和２年度
（2020年度）までとなっています。
• ��将来的には少子高齢化の進展や人口の減少により、税収の減少と社会保障費の増
加が想定されます。また、人口が増加した昭和40年代から50年代前半までにか
けて公共施設等を集中的に整備してきたことから、老朽化に伴う維持管理経費や
更新費用の増加が見込まれています。
• ��より一層の歳入確保の取組を行っていくとともに、将来の行政需要を見込み、計
画的に基金に積み立て、活用していくことが求められます。また、新たな自主財
源を創出することや使用料、手数料といった受益者が負担すべき料金の適正化を
図る必要があります。
• ��公金の管理及び運用は、支出等に支障を来たさないために、必要な資金の確保と
ともに、想定外の資金需要に備え、資金の安定性と流動性を確保した上で、金融
情勢の変化に応じた効率的な運用が求められています。

現状と課題
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